学校法人のガバナンスに関する見解について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本私立大学協会
学校法人制度は、１９４９（昭和２４）年、私立学校法の制定により公教育分野への民間参入システムとして創設された、世界に類を見ない誇るべき制度である。
学校法人が設置する私立大学は、建学の精神をかがげる篤志家の寄附により創設され、建学の精神の具現を目指して、運営が行われてきている。現在、我が国の１８歳人口の半数以上が進学する大学では、その進学者の約８割が私立大学に学んでおり、我が国の強みである分厚い中間層をはじめとする重層的な人材の養成に重要な役割を果たしてきた。
この度、与党自由民主党の行政改革推進本部及び内閣府において、公益法人のガバナンス改革の検討が行われるとともに、文部科学省においても「学校法人のガバナンスに関する有識者会議」を設置し、同様の検討が進められてきた。その結果、去る令和３年３月１９日には「学校法人のガバナンスの発揮に向けた今後の取組の基本的な方向性について」が公表された。
その後、経済財政運営と改革基本方針２０２１をに基づき、新たに学校法人ガバナンス改革会議が設けられ、私立学校法改正を視野に入れた検討が進められることとなった。
その帰趨は、今後の我が国高等教育の在り方に大きな影響をもたらすものであり、現場の混乱をも招来しかねない危惧もある。以下に若干の意見を申し述べたい。
記
〇　学校法人のガバナンスは、多種多様なガバナンスが存在しており、創設からの歴史や文化も多様であるがゆえに、一律的な法改正で律するべきものではない。
私立学校法第１条は、私学の自主性・自律性・安定性・公共性を担保しており、私立大学の管理運営は、その自主性に任せる形が望ましい。

　　これまで学校法人において不祥事が発生した事例を承知してはいるが、それは極一部の事例であって、学校法人制度の仕組みに原因があるとは考えていない。一罰百戒の制度改正は「角を矯めて牛を殺す」結果を招来するものである。
多くの学校法人は、健全に自助努力で経営をおこなっている現実を評価すべきである。
〇　学校法人制度は、平成１６年、平成２６年、令和元年と幾度かの改正を経て、理事会が最高意思決定機関、評議員会が諮問機関として機能し、役員の責任の明確化、監事による理事の業務執行状況の監督、問題があった場合の理事会・評議員会の招集権等、牽制機能が大幅に強化されるなど、ガバナンス機能の充実・強化が図られてきた。
加えて、学校法人とその設置する大学が自主的にそのガバナンスの充実・強化を図るため
ガバナンス・コードを策定・公表がされている。
こうした様々な改革により、学校法人制度は、私立学校の特性に配慮し、現在では公益財
団法人制度を上回る内容の制度となっている。

〇　学校法人制度における評議員会は、様々なステークホルダーから構成され、諮問機関として法人・教学運営に対して様々な意見具申を行い、学校運営を支え、法人・設置校共々発展してきた経緯がある。（全国私立大学の９９％が諮問機関として運営管理）
今回の有識者会議のとりまとめでは、評議員会に理事会運営に対するチェック・監督機能を強化させることが提示されているが、令和元年の私立学校法改正においては監事によるチェック・監督機能が強化されたばかりであるため、二重の対応となり混乱が生じる恐れがあるとともに、拙速をさけ、令和元年の監事機能強化の状況を検証することが重要と考える。
〇　学校法人と公益財団法人とでは、評議員会の位置づけがそもそも異なっている。
一般社団・財団法人は、登記により簡便に法人格が取得（準則主義）・設立でき、その管理運営上の監督強化のため、評議員会を議決機関としている。一方、学校法人及び学校法人の設置する私立大学は、私立学校法や学校教育法をはじめ、厳格な設置基準に従い、文部科学省へ申請・認可をうけ設立される。その歴史的経緯もあり、評議員会を諮問機関として位置づけられているのである。
　　公益財団法人等と学校法人は、歴史的な成り立ちも根拠法も異なっており、他法人と同様の制度設計に合わせる形で議論されることには、違和感と基本的な問題があると危惧している。
〇　私立大学を設置する学校法人は、今後とも自主的に適切なガバナンスの確保に努め、私立大学の教育・研究・社会貢献の機能の最大化を図り、社会的責任を全うせねばらない。

したがって、今後、学校法人制度の在り方についてさらに検討される際は、現行制度の枠組みを維持した上で、主体性を重んじ公共性を高める自主的なガバナンスの構築を踏まえて検討されることを期待する。
最後に、かかる改革を推進するためには、国・公・私立大学間の公財政支援格差の是正が必要であり、公正な競争環境が整備されることが不可欠である。
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